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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第１四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

自 2022年７月１日
至 2023年６月30日

売上高 (千円) 478,119 1,711,553

経常利益 (千円) 68,929 169,572

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 45,581 121,585

四半期包括利益 (千円) 45,581 121,585

純資産額 (千円) 685,413 639,832

総資産額 (千円) 1,368,720 1,065,475

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 18.68 49.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 50.1 60.0

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第１四半期連結累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比較分

析は行っておりません。

（１） 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2023年７月１日～2023年９月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス

感染症による行動制限の解除に伴う個人消費の持ち直しが見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。今後も景気の持ち直し傾向が続くことが期待されますものの、世界的な金融引き締めや、中国をはじめとし

た海外経済の先行き懸念が及ぼす景気の下押しリスクを背景に、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響なども

あり、いまだ先行き不透明な状況が続いております。

このような事業環境の中、当社グループは個人金融資産における投資資産の割合の増加傾向や高校での投資教

育導入の背景による投資への関心の高まりから個人の投資機会が増加していくことを見込み、投資学習コンテン

ツの開発および提供を進めてまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は478,119千円、営業利益は65,429千円、経常利益は68,929千

円、親会社株主に帰属する四半期純利益は45,581千円となりました。

②財政状態の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は1,368,720千円となり、前連結会計年度末に比べ303,245千

円増加いたしました。これは主に、現金及び預金が232,607千円、売掛金が53,392千円増加したことによるもの

です。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は683,306千円となり、前連結会計年度末に比べ257,663千円

増加いたしました。これは主に、未払法人税等が38,192千円、買掛金が45,100千円減少したものの、短期借入

金が350,000千円増加したことによるものです。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は685,413千円となり、前連結会計年度末に比べ45,581千円

増加いたしました。これは親会社株主に帰属する四半期純利益の計上45,581千円があったことによるもので

す。

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フロー状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

（３）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

(注) 2023年11月30日開催の臨時株主総会で定款変更が決議され、発行可能株式総数は2,760,000株増加し、12,760,000

株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,190,000 3,190,000 非上場 ―

計 3,190,000 3,190,000 ― ―

(注) 2023年11月30日開催の臨時株主総会で定款変更が決議され、同日付で１単元を100株とする単元株制度を採用して

おります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第６回新株予約権

決議年月日 2023年９月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員 31

新株予約権の数(個)※ 43,700(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 43,700(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 600(注)２

新株予約権の行使期間※ 2025年10月１日～2033年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額(円)※

発行価格 600

資本組入額 300

新株予約権の行使の条件※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する

ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
(注)４

※ 新株予約権付与時点（2023年９月29日）における内容を記載しております。新株予約権付与時点から提出日の前

月末現在(2024年１月31日)にかけて変更された事項はありません。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。
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ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込

金額
＝

調整前払込

金額
×

１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込

金額
＝

調整前払込

金額
×

既発行株

式数
＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

1 本新株予約権の割当日において当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員（以

下「当社の取締役等」という。）のいずれかの地位を有していた本新株予約権者は、権利行使時において

も、当社の取締役等のいずれかの地位を有することを要する。ただし、任期満了もしくは定年退職の場合

又は、その他本新株予約権者の退任もしくは退職後の権利行使につき正当な理由があると当社取締役会の

決議により認めた場合は、この限りでない。

2 本新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの株式公開市場に上場した場合又は、株式譲渡、株式交換、

合併その他の組織再編により当社が他の会社の子会社や消滅会社となる議案が当社取締役会の決議により

承認された場合にのみ本新株予約権を行使することができる。ただし、当社取締役会の決議により認めた

場合は、この限りでない。

3 本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものと

し、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

4 本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、本新株予約権の1個未

満の行使はできないものとする。

5 本新株予約権の割当日において当社の取締役等のいずれかの地位を有していた本新株予約権者が、当社の

取締役等のいずれの地位も有しなくなった場合（任期満了もしくは定年退職の場合を除く。）、当社は、

当社取締役会の決議で当該本新株予約権の権利行使を認めることがない旨を決定することができる。この

場合においては、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

４．組織再編成行為をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残存する本新株予約権の新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社の新株予約権をそ

れぞれ交付し、残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその

比率を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限るものとする。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年７月１日～
2023年９月30日

－ 3,190,000 － 31,900 － －

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 750,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
2,440,000

2,440,000
「１ 株式等の状況(1)株式の総数等
②発行済株式数」に記載のとおりで
あります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,190,000 ― ―

総株主の議決権 ― 2,440,000 ―

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
グリーンモンスター株式会
社

東京都渋谷区富ヶ谷一丁目
３番８号

750,000 ― 750,000 23.5

計 ― 750,000 ― 750,000 23.5

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年９月30日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2023年７月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間

(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 969,665

売掛金 213,416

その他 78,658

流動資産合計 1,261,740

固定資産

有形固定資産 2,104

無形固定資産

　のれん 32,125

　その他 920

　無形固定資産合計 33,046

投資その他の資産 71,829

固定資産合計 106,980

資産合計 1,368,720
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間

(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 45,608

短期借入金 350,000

１年内返済予定の長期借入金 10,008

未払金 92,687

未払法人税等 24,822

未払消費税等 24,618

賞与引当金 17,750

契約負債 14,602

　その他 7,602

流動負債合計 587,700

固定負債

長期借入金 58,300

役員退職慰労引当金 31,752

　その他 5,553

　 固定負債合計 95,606

負債合計 683,306

純資産の部

株主資本

資本金 31,900

利益剰余金 792,083

自己株式 △138,750

　株主資本合計 685,233

新株予約権 180

純資産合計 685,413

負債純資産合計 1,368,720
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間

(自 2023年７月１日

至 2023年９月30日)

売上高 478,119

売上原価 322,935

売上総利益 155,183

販売費及び一般管理費 89,754

営業利益 65,429

営業外収益

受取利息 3

補助金収入 1,095

為替差益 1,513

その他 1,146

営業外収益合計 3,758

営業外費用

支払利息 257

その他 1

営業外費用合計 258

経常利益 68,929

税金等調整前四半期純利益 68,929

法人税等 23,347

四半期純利益 45,581

親会社株主に帰属する四半期純利益 45,581
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間

(自 2023年７月１日

至 2023年９月30日)

四半期純利益 45,581

四半期包括利益 45,581

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 45,581
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日 至 2023年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

(四半期連結貸借対照表関係)

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当第１四半期連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

当第１四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 350,000千円

差引額 150,000千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2023年９月30日)

減価償却費
のれんの償却額

264千円
1,889千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 2023年７月１日 至 2023年９月30日)

当社グループは、全セグメントに占める「投資学習支援事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏し

いため、セグメント情報の記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2023年９月30日)

体験型投資学習アプリ 452,121

広告代理業 209

ファイナンシャルプランニングサービス 25,788

顧客との契約から生じる収益 478,119

外部顧客への売上高 478,119

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益 18円68銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 45,581

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　(千円)

45,581

　普通株式の期中平均株式数(株) 2,440,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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